
令和９年度物流関係予算概算要求について

令和８年１０月

経済産業省 商務・サービスグループ

資料６



労働供給制約社会においては、賃上げは「供給力強化政策」そのもの。
実質賃金の持続的な上昇を確実なものとするため、「賃上げ起点の成⾧戦略」を推進する。

そのため、AIトランスフォーメーション（AX）の推進、人的投資やAI時代の電力需要増加を見据えた電力供給確保に向けた投資等の
拡大により、供給制約解消・生産性向上を狙う。

また、日本経済のレジリエンスを強化するため、POWERR Asia（パワー・アジア）を含む内外一体のグローバル産業戦略の具現化、
エネルギー・GX政策の一体的推進、コンテンツを含むデジタルサービスの強化を進める。

これらの取組を支えるため、危機管理投資・成⾧投資を戦略的に推進。
以上の考え方の下、政府全体の成⾧戦略の方向性も踏まえつつ、以降の柱に沿って、経済産業政策を進める。

中東情勢を踏まえた対応

令和９年度の経済産業政策の「重点」（案）について ＜概要＞

エネルギーの安定供給確保のため、足下では、原油の代替調達、石油備蓄の放出、燃料価格高騰への激変緩和措置を実施。
電力の安定供給に万全を期す観点から、石炭火力や原子力の活用により、LNGの節約を実現。

原油や石油関連製品の「日本全体として必要となる量」は確保。供給の偏りや流通の目詰まりについて、関係省庁に設置された
情報提供窓口を通じサプライチェーンの情報を集約し、一つ一つ確実に解消。また、日本全体の供給状況をサプライチェーンの関係者に
共有するとともに、過剰な発注や各段階での供給制限を行わないよう周知。中小企業への対応として、中小企業向けの特別相談窓口の
設置、価格転嫁の要請等を実施。

次なる危機への備えとして、政府において、今回の教訓を基に整理を行うとともに、構造的な対応として、原油やナフサの調達ルートの
多角化や備蓄の対応を通じたホルムズリスクの低減策を検討するとともに、川中製品等の流通在庫の積み増しの促進など供給体制を強化
することも検討する。こうした取組を踏まえた化石燃料等の利用にかかるリスク低減に加え、再エネ・原子力の最大限の活用、電力供給力の
向上、エネルギー効率の向上に繋がる投資拡大策を通じ、安定的供給と価格抑制を両立させたエネルギー需給構造強靱化を図る。

基本的な考え方
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１．AXや自律性・不可欠性の確保を起爆剤とした、危機管理投資・成⾧投資の加速
• 「『強く豊かな日本』投資枠」の検討 ／経済安全保障上、特に重要な分野の投資などについて、特別会計で別枠管理を行うこととし、

複数年度で十分な財源を確保した上で、償還財源の裏付けのあるつなぎ国債の発行により、十分な規模を確保
• 「日本成⾧戦略」の実現に向けた、戦略分野（AI・半導体、デジタル・サイバーセキュリティ、合成生物学・バイオ、マテリアル（重要鉱物・部素材）、
防衛産業、資源・エネルギー安全保障・GX、航空・宇宙、創薬・先端医療、量子等）への官民投資支援

(1) AX（AI・半導体）
• ビッグデータ×AIの時代に、超高齢社会・災害大国の日本の勝ち筋となる、高齢者のヘルスケア、災害や廃炉、製造業等の現場データを

活用し、フィジカルAI・AIロボティクスを社会実装 ／「2040年AIロボット1000万台導入」目標
／データ整備・基盤構築（国産マルチモーダル基盤モデル等の構築）、現場のAI実装加速、半導体等の競争力強化

(2) 経済安全保障・防衛産業基盤強化
• 重要鉱物・汎用品（化学品等）等から先端技術までの供給網強靱化 ／技術流出対策の強化 ／我が国の自律性・不可欠性の確保に
向けた製造・技術基盤等の強化 ／無人航空機をはじめとする、デュアルユース技術・生産基盤の取込み
／関係省庁一体となった防衛産業基盤のための強化戦略の策定や実行体制の強化

(3) 資源エネルギー・GX
• エネルギー安定供給・経済成⾧・脱炭素の同時実現に向けたエネルギー・GX政策の一体的推進 ／化石燃料の調達先多角化・リスク低減

／あらゆる手段を活用した必要な電力供給確保（再エネ・原子力などの脱炭素電源の最大限活用等）／省エネ・燃料転換等による
強靱なエネルギー需要構造への転換 ／化石燃料・重要鉱物のサプライチェーン強靱化 ／非化石資源等の供給・利用拡大や燃料転換を
通じたエネルギー供給構造の強靱化 ／次世代再生可能エネルギー技術・蓄電池の国内産業基盤の戦略的構築 ／安全性・地域理解を
前提にした原子力最大限活用・次世代革新炉の社会実装、フュージョン等研究開発への支援機能強化 ／天然ガス火力等を含む
電力供給力向上 ／「GX戦略地域制度」による支援、規制・制度改革 ／持続的に産業保安・安全を確保するための制度整備・投資環境
整備の検討 ／次世代の電力システム構築に向けた検討 ／電力の安定供給と需要家の利益保護の実現 ／持続可能なガスシステムの
構築に向けたガス事業環境整備の検討

(4) コンテンツ産業
• 2033年海外売上20兆円目標達成に向けた大規模・⾧期・戦略的な官民投資の推進
（創る・流す・叩くの３本柱による、「世界で稼ぐ産業」への変革等） ２



(1) 中堅・中小企業の「稼ぐ力」強化と、賃上げの好循環の実現
• 事業者の経営管理能力の高度化と経営改革を後押しする、「稼ぐ力」の強化と賃上げの好循環を目指す政策展開
• 地方発AX（AIの導入意欲のある中小企業・AIサービス提供者・支援者のネットワークを地域ごとに構築等）
• 挑戦する経営者に予見可能性を与えるべく、政府として必要な予算を確保し、従来よりも力強い支援を安定的かつ切れ目なく行う用意がある
姿勢の提示

(2) 地域のエッセンシャルサービスの持続性強化
• 人口減少による供給制約を受けやすいエッセンシャルサービスの生産性向上・供給力強化に向けた
事業継続コスト軽減のための支援措置の検討

(3) 地方に投資を呼び込む産業クラスターの形成を通じた「地域未来戦略」の実現
• 「戦略産業クラスター計画」等に対し、必要な産業基盤インフラの整備・サプライチェーンを構成する企業への重点支援・産業人材育成の
一体的実施 ／産業用地整備の推進等

３．賃上げ起点の成⾧戦略と地域産業クラスターの形成

• コーポレートガバナンス等を通じた、成⾧投資を促進する「攻めの経営」 ／知財の侵害を抑制するための制度整備の検討
• AX時代の人材ミスマッチの解消に向けた産業人材の育成や円滑な労働移動の促進
（産業横断的なスキル体系・個別産業ごとの標準整理、スキルに応じた処遇の可視化、リスキリング拡大、スキル情報の基盤構築、
文科省と連携した大学・高専・高校の機能強化、社会インフラ関連分野の現場人材等の確保・育成や労働生産性向上、
家事等の負担軽減に向けた家事支援サービスの利用環境整備等）

• 一体的な知財・標準政策（知財・標準を戦略的に取得・活用する企業経営の推進、研究開発と知財戦略・標準化戦略の一体的取組等）
• 新たな需要・市場創出（官公庁調達の柔軟化等）／スタートアップ・ファイナンス整備 ／研究開発法人等の技術の徹底した社会実装
／産業競争力・研究力中核大学群の形成に向けた支援措置や制度整備 ／産学連携した学位プログラム（契約学科）の支援

２．企業の成⾧投資・イノベーション促進のための環境整備

３



• オール経産省での、最後まで責任を持った取組／次世代へのこれまでの経験と取組の継承

（安全かつ着実な廃炉の実施・ALPS処理水の海洋放出の安全性確保・風評対策・なりわい継続支援・日本産食品の輸入規制撤廃への

働きかけ ／イノベーションの取込み加速 ／将来的な帰還困難区域の全ての避難指示解除 ／交流人口や関係人口の拡大等）

５．経済産業省の最重要課題としての、福島復興と東京電力福島第一原子力発電所の安全かつ着実な廃炉

• 世界市場獲得と経済安全保障の確保を実現するグローバル・バリューチェーンの再構築

（国・地域別戦略の構築 ／アジア市場における日本主導の新たな国際共同研究開発プロジェクト組成支援／グローバルサウス等への

展開支援、高度外国人材の受入れ制度・基盤の戦略的整備 ／JETRO等の支援体制強化 ／日本の食輸出１万者支援プログラム

／有志国等間での自由で互恵的な「信頼できる経済圏」の構築（CPTPPの拡充、パワーアジアの活用、AZEC2.0の実現）、

重要鉱物のサプライチェーン強靱化 ／万博の戦略的活用等）

４．内外一体のグローバル産業戦略の具現化

４
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